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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第18期

第１四半期
累計期間

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

売上高 (千円) 376,839

経常利益 (千円) 131,588

四半期純利益 (千円) 85,887

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) －

資本金 (千円) 100,000

発行済株式総数 (株) 17,600,000

純資産額 (千円) 566,361

総資産額 (千円) 1,171,464

１株当たり四半期純利益 (円) 24.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

１株当たり配当額 (円) －

自己資本比率 (％) 48.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．当社は2023年９月30日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っておりますが、第18期

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

① 財政状態

(資産)

当第１四半期会計期間末における流動資産は952,882千円となり、前事業年度末に比べ297,086千円増加しまし

た。これは主に現金及び預金が397,515千円増加したことによるものであります。

固定資産は218,582千円となり、前事業年度末に比べ45,768千円減少しました。これは主に繰延税金資産が

45,515千円減少したことによるものであります。

この結果、総資産は、1,171,464千円となり、前事業年度末に比べ251,317千円増加しました。

(負債)

当第１四半期会計期間末における流動負債は605,102千円となり、前事業年度末に比べ165,430千円増加しまし

た。これは主に契約負債が387,394千円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、605,102千円となり、前事業年度末に比べ165,430千円増加しました。

(純資産)

当第１四半期会計期間末における純資産合計は566,361千円となり、前事業年度末に比べ85,887千円増加しまし

た。これは主に当第１四半期累計期間における四半期純利益85,887千円を計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は48.3％(前事業年度末は52.2％)となりました。

② 経営成績

当第１四半期累計期間におきましては、コンサルティングビジネスの売上が好調に推移し、併せて、サブスク

リプション型での提供等によりベースビジネスの売上が伸長し、ストック型の安定的なサービス収入が増加しま

した。この結果、売上高376,839千円、営業利益131,516千円、経常利益131,588千円、四半期純利益85,887千円と

なりました。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(4) 研究開発活動

　 当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は15,572千円であります。

　 なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

(注) 2023年９月30日開催の臨時株主総会決議により、同年９月30日付で株式併合に伴う定款変更が行われ、発行可能

株式総数は、35,920,000株減少し、14,080,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,600,000 3,520,000 非上場
株主として権利内容に制限の
ない、標準となる株式であり、
単元株式数は100株であります

計 17,600,000 3,520,000 ― ―

(注)１．2023年８月22日開催の臨時株主総会において定款変更を決議しており、2023年９月１日付で効力を発生する

１単元を100株とする単元株制度を採用しております。

２．当社は2023年９月30日開催の臨時株主総会により、同年９月30日付で普通株式５株につき１株の割合で株式

の併合を行っております。これにより、発行済株式総数は14,080,000株減少し、3,520,000株となっておりま

す。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

区分 第２回新株予約権

決議年月日 2023年５月23日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３名
当社従業員 65名(注)９、(注)10

新株予約権の数(個)※ 291,500[291,110](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数(株)※

普通株式291,500[58,222] (注)１、(注)８

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 436[2,180](注)２、(注)８

新株予約権の行使期間※ 2025年６月１日～2033年５月23日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円)※

発行価格 436[2,180](注)８
資本組入額 218[1,090]

新株予約権の行使の条件※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項※

(注)５

※決議年月日である2023年５月23日における内容を記載しております。付与日時点から提出日の前月末現在（2023年

10月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［］内に記載しており、その

他の事項については付与日時点における内容から変更はありません。

(注) １．新株予約権の目的である株式の種類及び数
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新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以

下、「付与株式数」という)は１株とする。

なお、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という)後、当社が普通株式につき、株式分割(当社普

通株式の無償割当てを含む。)又は株式併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的

である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、当社が合併を行う場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、

その他株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める

株式の数の調整を行う。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株

式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という)に付与株式数を乗じた金額とし、行使価額は436円と

する。なお、新株予約権の割当日後に以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。

① 当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

② 当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は(会社法第194

条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、新株予約権の行使を除

く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分株式数」に、「１株当たり払込

金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

③ 当社が合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場

合には、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

３．新株予約権の行使条件

① 新株予約権の割り当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という)は、新株予約権の行使時において、継

続して当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただし、

取締役又は監査役が任期満了により退任した場合、従業員が定年で退職した場合、又は当社取締役会にて

その他正当な理由があると承認した場合は、この限りではない。

② 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内の証券

取引所に上場している場合に限り行使できるものとする。

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

４．新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記３の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権を行

使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得する

ことができる。

② 当社は、以下(イ)、(ロ)、(ハ)、(ニ)又は(ホ)の議案につき当社の株主総会で承認された場合(株主総会

決議が不要の場合は当社の取締役会で承認された場合)は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約

権を無償で取得することができる。

(イ)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(ロ)当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

(ハ)当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(ニ)当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

(ホ)新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認

を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

５．組織再編行為をする場合の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割又は新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、株式交換又は株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上を総称

して以下、「組織再編行為」という)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る新株予約権(以下、「残存新株予約権」という)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という)の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交
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付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件などを勘案のうえ、上記１に準じて決定するものとする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件などを勘案のうえ、

上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の株を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記５に準じて決定するものとする。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

上記４に準じて決定するものとする。

⑨ その他新株予約権の行使の条件

上記３に準じて決定するものとする。

６．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

７．新株予約権証券の発行

新株予約権証券は発行しない。

８．当社は、2023年９月30日開催の臨時株主総会決議により、同年9月30日付で普通株式５株を1株にする株式併

合を行っており、上記「新株予約権の数(個)」、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(株）」、「新株予約権の行使時の払込金額(円)」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円)」が調整されています。

９．付与対象者の退職による権利の喪失１名により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、取締

役３名、従業員64名となっております。

10．当社と付与対象者との間において、付与対象者が当該新株予約権を行使したときには、割当日から上場後6

か月間を経過する日までの間は、取得株式等の全部又は一部を第三者に譲渡しない旨の内容を含む契約を締

結しております。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 17,600,000 ― 100,000 ― ―

(注) 当社は2023年９月30日開催の臨時株主総会により、同年９月30日付で普通株式５株につき１株の割合で株式

の併合を行っております。これにより、発行済株式総数は14,080,000株減少し、3,520,000株となっておりま

す。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,600,000 176,000

株主として権利内容
に制限のない、標準
となる株式であり、
単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 17,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 176,000 ―

(注)１．2023年８月22日開催の臨時株主総会において定款変更を決議しており、2023年９月１日付で効力を発生する

１単元を100株とする単元株制度を採用しております。

２．当社は2023年９月30日開催の臨時株主総会により、同年９月30日付で普通株式５株につき１株の割合で株式

の併合を行っております。これにより、発行済株式総数は14,080,000株減少し、3,520,000株となっておりま

す。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は3,520,000株、議決権の数は

35,200個、発行済株式総数の株式数は3,520,000株、総株主の議決権は35,200個となっております。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(2023

年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 717,964

売掛金及び契約資産 229,383

その他 5,534

流動資産合計 952,882

固定資産

有形固定資産

建物(純額) 82,497

工具、器具及び備品(純額) 18,800

土地 69,537

有形固定資産合計 170,835

無形固定資産

ソフトウエア 242

無形固定資産合計 242

投資その他の資産

差入保証金 23,877

繰延税金資産 23,626

投資その他の資産合計 47,504

固定資産合計 218,582

資産合計 1,171,464
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

未払法人税等 501

契約負債 470,075

賞与引当金 27,883

その他 106,642

流動負債合計 605,102

負債合計 605,102

純資産の部

株主資本

資本金 100,000

利益剰余金 466,361

株主資本合計 566,361

純資産合計 566,361

負債純資産合計 1,171,464
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

売上高 376,839

売上原価 123,495

売上総利益 253,343

販売費及び一般管理費 121,827

営業利益 131,516

営業外収益

その他 72

営業外収益合計 72

経常利益 131,588

税引前四半期純利益 131,588

法人税、住民税及び事業税 186

法人税等調整額 45,515

法人税等合計 45,701

四半期純利益 85,887
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 4,046千円

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(企業結合等関係)

（共通支配下の取引等）

　(1) 親会社が吸収合併存続会社となった場合の貸借対照表及び損益計算書への影響

2022年３月31日に行われたユナイテッドソリューションズ株式会社を消滅会社、当社を存続会社とする吸収合

併は、企業結合会計上の共通支配下の取引に規定される子会社が親会社を吸収合併する場合に該当し、「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日)第213項

に基づき、ユナイテッドソリューションズ株式会社が吸収合併存続会社とみなした場合の影響額は、以下のとお

りです。

① 四半期貸借対照表項目

流動資産 －千円

固定資産 1,971,476千円

資産合計 1,971,476千円

流動負債 －千円

固定負債 153,896千円

負債合計 153,896千円

純資産 1,817,580千円

（注）固定資産には、 のれんが1,526,550千円含まれており、 効果が発現すると見込まれる期間（18年）で 定額

法により償却しております。

② 四半期損益計算書項目

売上高 －千円

営業利益 △36,063千円

経常利益 △36,063千円

税引前四半期純利益 △36,063千円

四半期純利益 △33,248千円

1株当たり四半期純利益 △9.45円

注）１．営業利益には、のれん償却費が27,924千円含まれております。

２．当社は2023年９月30日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております

が、当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定してお

ります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社はSactona事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

単位：千円

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

Sactona事業

コンサルティングビジネス 229,516

ベースビジネス 147,323

顧客との契約から生じる収益 376,839

その他の収益 －

外部顧客への売上高 376,839
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 24円40銭

　(算定上の基礎)

　 四半期純利益(千円) 85,887

　 普通株主に帰属しない金額(千円) －

　 普通株式に係る四半期純利益(千円) 85,887

　 普通株式の期中平均株式数(株) 3,520,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

第２回新株予約権１種類
(新株予約権の数291,500
個)。なお、新株予約権の
概要は「第３ 提出会社の
状況 １株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりでありま
す。

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２.当社は2023年９月30日開催の臨時株主総会により、同年９月30日付で普通株式５株につき１株の割合で株式の

併合を行っております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算

定しております。
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(重要な後発事象)

１．株式併合

当社は、2023年９月30日開催の臨時株主総会に株式併合について付議することを決議し、同臨時株主総会で

承認可決されております。

（１）株式併合の目的

当社は、上場後の株価形成の見通しを鑑み、普通株式５株を１株の割合をもって併合いたしました。

（２）株式併合の概要

①併合の方法

2023年９月30日を基準日とし、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式５株

につき１株の割合をもって併合いたしました。

②併合により減少した株式数

株式併合前の発行済株式総数

17,600,000株

株式併合により減少する株式数

14,080,000株

株式併合後の発行済株式総数

3,520,000株

③株式併合の効力発生日

2023年９月30日

④１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式併合が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる

影響については、当該箇所に反映されております。

２．固定資産の譲渡

　当社は、2023年８月22日開催の取締役会におきまして、下記のとおり、固定資産の譲渡について決議し、

2023年９月29日に譲渡契約を締結し、2023年10月31日付で譲渡する予定です。

（１）譲渡の理由

　経営資源の有効活用及び財務体質の強化を図るため、当該固定資産を譲渡することといたしました。

（２）譲渡資産の内容

（１）資産の名称 開発ラボ／保養所

（２）所在地
長野県北佐久郡軽井沢町大
字長倉字向原1891番地104

（３）資産の内容
土地 1,311㎡
建物 301.12㎡

（４）譲渡価額 235,000千円

（５）現況
開発ラボ・保養所として使
用中

（３）譲渡先の概要

　譲渡する相手会社の名称は株式会社タカラクリエイトになります。なお、譲渡先と当社との間には記載すべ

き資本関係、人的関係及び取引関係はありません。

（４）譲渡の日程

（１）取締役会決議日 2023年８月22日

（２）契約締結日 2023年９月29日

（３）物件引渡期日 2023年10月31日

（５）当該事象の損益に与える影響

　2024年３月期第３四半期会計期間において、固定資産売却益約87,275千円を特別利益として計上する予定で

す。

２ 【その他】

該当事項はありません。

　



アウトルックコンサルティング株式会社

― 15 ―

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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